














































































































以下本論では，デビット・アータ （ーDavid Arter）の論考 “One Ting Too
Many : The Shift to Unicameralism in Denmark, ”Lawrence D・Longley
and David M・Olson, ed., Two Into One ―The Politics and Processes of Na-
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＜職業＞ １９０１年 １９１１年 １９２１年 １９３０年 １９４０年 １９５０年
農業・園芸・林業・漁業 ４３％ ３７％ ３３％ ３２％ ２８％ ２４％
手工芸／工業 ２８ ２８ ２９ ２９ ３２ ３５
商業／貿易 １１ １０ １０ １１ １１ １３
物資／輸送 － ６ ７ ７ ７ ７
経営／専門職 ８ ５ ６ ５ ６ ９
家内労働 － ６ ６ ５ ４ －
その他 １０ ８ ９ １１ １２ １２
全人口（100万） ２．４ ２．８ ３．３ ３．６ ３．８ ４．３















































































































に，「保守党青年団体（the Conservative Youth Organization）」がデンマ
ークの条件の下で職業指導の代表という協同組合的概念の導入に賛成して
出現した。その２年前，青年保守党の指導的人物ウル・ビヨーン・クラフ
ト（Ole Björn Kraft）は，全く体系的なものでなかったとはいえ，ムッソ
リーニ指導下のイタリアの経験について重要な説明を含んだ書籍を執筆し
た。クラフトは，ファシストの詳細な計画がデンマークにおいて大規模に
採用され（またはされるべき）だと，強く主張しなかった。むしろ，彼は，
ファシストの著者によって前提とされた地域的基盤を持たない代表が立法
過程の審議能力を活性化しかつ向上させるだろう，と主張した。その結果，
クラフトは上院の再構成を唱え，彼は上院を老齢化した下院政治家に名誉
職を与える議院として信用できないと，考えていた。彼の見解によれば，
改革された上院は，国家の文化的および協同組合的生活者からなる指導的
人物（産業資本家，労働組合員等）を受け入れて，社会と経済の種々の分
子による迅速な意見表明を可能にする専門家の協議会機関として機能する
はずであった。そのような協同組合的機関は，主として諮問的権限を有す
る。ただし，それは二つの議院で行き詰まった事項を，総選挙または国民
投票の決議に付する権利を持っていた。
１９３０年初頭に，クラフトは下院の保守党集団２７名の議員から重要な少数
派の支援を得た。彼は，地域代表および議会制民主主義の伝統的格言を避
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けるという意味でのファシストではなかった。彼は，二院制議会の支持者
であって，二院制議会が古い民主主義国家のすべてにおいて維持されてき
た，と述べた。しかし，彼は二つの議院について役割分化を望んだ。彼は，
上院が下院の業務の単なる複製ではなく，ファシスト的な職能代表的意見
に基づいて行動する一部である，と考えた。それに加えて，戦争の間，協
同組合的分子がいた上院はアイルランド自由国家上院の摸造品であり，そ
れは地域的および職能的代表が多元的民主主義と必ずしも両立しないもの
ではないこと，を立証した。
デンマークにおけるファシスト思想の影響は，単に青年保守党のみに限
定されなかった。自由党のオット・カウグ（Otto Krag）は，協同組合主
義の形態に賛成して様々な時期に出没した。さらにその上，１９３２年９月１５
日の注目すべきラジオ演説において，社会民主党のトーバルト・スタウニ
ング（Thorvald Stauning）首相は，立法過程に職能代表的要素を組み入れ
ることの実行可能な利点を示した。彼は明らかに，「経済諮問会議（Eco-
nomic Council）」型の創設を構想しており―おそらく，１９１９年にポーラン
ドで創設されたまたは１９４６年にフランスの第４共和国で創設されたものに
類似していた―それは主要な地域利益に基づいた一種の諮問機関であり，
時代遅れの上院に取って代わることができた。１９３６年１１月に，スタウニン
グ首相が特に議会変化について勧告を行うために「憲法委員会（Constitu-
tional Commission）」の創設を提案した時，彼は法律案の準備と具体化す
るにあたり下院と協力する諮問機関の考え方に繰り返し忠誠を誓った。そ
の上で彼は，これと同じような構想が保守党の議員から数年間にわたり提
起された，とつけ加えた。
だが，予期しない活発な反対，とりわけ，社会民主党の同盟者である急
進党内からの反対に直面したスタウニング首相は事実上，その立場を撤回
した。多くの社会民主党員が恐れたのは，職業団体が必ず技術的というよ
り，一つの政治的活動領域となってくるからと考えたからだ。というのも，
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彼らは，保守的な世界観を持った雇用者，教師およびその他の人々が専門
的機関の人々であったので，簡単に非政治化するとは，信用できなかった
のである。憲法問題に関して，社会民主党の代弁者ハートヴィ・フィッシ
ュ（Hartvig Frisch）は，立法上の業務を援助するための機関の必要性に
ついて，トーバルト・スタウニングと同意点に達した。ただ，彼はいかな
る協同組合的特徴をも断固として拒否した。社会民主党員が，新しい“階
級議会”を支持しないだろう，と彼は主張した。興味深いことは，これと
同時期に，協同組合的状況に沿って国の第一院（上院）を再構成するスウ
ェーデン社会民主党内の分子の努力がまたもや水泡に帰したことである。
上院（Landsting）の保守党からクラフト（Kraft）の協同組合主義集団
に対する，憤慨した声高い反対が上がった。保守党の立場は政治上の公約
履行によって優位に立っていた。保守党の指導者クリスマス・ムレ（Christ-
mas Möller）もまた，彼が１９３４年１０月１７日の下院予算審議の場で明言した
ように，協同組合主義には反対の立場であった。しかしながら，ムレは自
分の見解を表明するためクラフトの要求を擁護し，政党内での協同組合主
義に関する討論は一般に建設的になされるべきだと，主張した。１９３８年ま
でに，青年保守党の間には協同組合主義への支持者がいたが，その時，ク
ラフトとその支持者は，ムレの憲法提案とこれを必要とした政府との交渉
者の周りに結集していた。当時の状況下では，そのことは協同組合主義者
の考えが放棄されることを，示唆していた。
それにもかかわらず，憲法上の議題設定の動きの再強調を是認する声が
あり，イタリア・フッシズムに影響を受けたウレ・ビーヨン・クラフト率
いる保守党は職業的上院の設置を含む二院制の枠内での議会改革を唱えた。
こうして，政治的右翼分子は，議会改革に賛成して動員され，容易に政治
的左翼側の重要人物と一緒に共通の土台に乗ったのである。
しかしながら，最終的には，議会改革の方向に向けて１９３０年代中葉に最
も真剣な運動のきっかけとなった継続する議会内の紛争があった。著しい
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闘争の時代は１８６６年憲法の制定以降，二つの議院の間の関係を特徴づけた。
ここで重要なことは，憲法が上院と下院の間で生じる行き詰まりの解決に
関していかなる規定も設けておらず，その結果，１９世紀の最後の２５年は憲
法上の危機が広がったことである。問題の根源は，キリストⅣ世国王と上
院多数派によって支持された，保守党政府の長期にわたる支配が上院の恒
久的左翼多数派によって１８７２年以後危機にさらされた点である。当時，農
民およびウェバード・ブランデス（Edvard Brandes）のような都市知識
人の集団に基盤を置いた自由党は，下院で支配権を掌握しており，議会政
治の考えを支持し始めていた。ノルウェーの憲法作成者アイスドヴォール
（Eidsvoll）の言葉によれば，上院において優勢な大土地所有者とその他の
特権的分子の見解の中に，これらの改革思考に染まった農民の，“最も愚
かな階級”が具現されていた，という。
議事手続き上の規則も，この問題を一層複雑にした。１８６６年憲法第48条
の規定によれば，予算と補正予算は下院で最初に審議すべきであると明記
しており，従って，この規定によれば，下院は政府に対してその意思を強
要することが可能であった。政府を倒すための運動の中で，１８７３年に下院
はホルスタイン－ホルスタィンボー（Holstein-Holsteinborg）大臣提出の
予算を拒否し，そして４年後にも，同様な紛争が生じた。反動的首相 J・
B・S・エストゥプ（J・B・S・Estrup）に率いられた右翼は，政令によっ
て予算を採択することを試みることでこの難局に対応した。その上，コペ
ンハーゲンを再強化するというエストゥプの追加決定をめぐる論議は，下
院が可決を拒否した税金を引き上げる手段として“暫定立法”（補正予算
は上院の委員会でのみ審議される）の利用につながった。事実，１８８５年と
１８９４年の間に，デンマーク政府はこれらの暫定立法を基準としてのみ議案
を処理した。ただし，憲法第２５条は，議会が閉会中の時のみ，そのような
暫定立法を認めていた。政府を支配していた右翼連合は，この障害を解決
する一つの方法を見つけた。すなわち，予算が用意されたなら，政府は簡
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単に都合よく国民議会を解散できるだろうと。
１８８５年―８６年の会期中に，エストゥプ首相は，このような厳しい予算紛
争を解決するため，両院10名の議員から構成される「合同調停委員会（Joint
Conciliation Committee）」を提案した。しかし，この解決策は下院の第二
読会で拒否されてしまった。だが，事実上，１８９４年に妥協案が成立し，そ
こでは下院が予算を承認する右翼への見返りとして，首都ですでに建設さ
れていた要塞を整備することに同意した。最終的には，１９０１年に，右翼勢
力はヨハン・ヘンリク・ドインツァ［Johan Henrik Deuntzer］（新しい東
アジア会社への功績の故に国王が承認した法律専門家）指導下の第一次自
由党政府に道を譲った。そして，このことは事実上，議会政治の原則を法
制上受け入れないことを意味した。
議会内の衝突は，第一次世界大戦後の急進化した雰囲気の中で，再び燃
え上がり，それは次の１５年の多くの期間続いた。１９２０年と１９３６年の下院選
挙の間に，中道左翼党，急進党および社会民主党が９年間のすべて（１９２４
年―６年，１９２９年―３６年）の間下院を支配し，一方，右翼政党がこの全時期
に上院の多数派を維持したことにより衝突はより鮮明となった。
ちなみに，この時期には，議会内の衝突で注目すべき事例が見られた。
例えば，軍備縮小に関して，防衛大臣ラウスト・ラスムセン（Laust Ras-
mussen）の極めて論争的な提案があり，それは陸海常備軍の廃止と志願
による陸海護衛軍の創設に関係していた。この点は，上院多数派を利用し
た野党保守党および自由党により，はっきり拒否された。保守党の指導者
ヴィクトル・プシェル（Victor Purschel）によれば，彼の党は当該法律案
に対して“再び何もいわず”，従って１９３２年は多くの安易な妥協に達する
直前の年であったと，述べた。多数の小作農を設ける目的のため，土地の
収用を促進した政府提案に対して，中産階級から同じく激しい反対があり，
そのような上院の反対により，１９３０年―３１年の議会会期中の社会民主党―
急進党連合による立法はきわめて低いものであった。１９３０年から１９３２年の
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経済危機という再び始まった衝撃により，新たな外国との為替協定のため
1932年１０月に貿易大臣クリステン・ニルソン・ハウゲ（Christen Nielson
Hauge）の提案に対する戦線が形成された。そしてこの提案は，１９３２年１０
月２７日に上院で否決された。というのも，為替協定は過剰な権限を大臣に
付与することが懸念されたからである。このことは，憤慨した内閣による
早期の下院選挙の実施を促す結果となった。最終的に，政府と自由党との
間で交わされたキャンスラレゲード合意それ自体は，勢力が逆点している
上院多数派の存在により可能となった，といえる。
１９３４年に，トーバルド・スタウニングが率いる社会民主党政府は，憲法
改正の提案を行い，その中には，上院の廃止と２１歳への投票権年齢引き下
げも含まれていた。ただ，その提案は，上院において保守党および自由党
により否決された。それでも，主として改革状況を試みる戦術的な対策を
練っていた，スタウニングの発議が保守党を分裂に追い込んだ。その際，
重要なことは，政府との交渉に入ることを望んでいたクリスマス・ムレア
とウレ・ビヨーン・クラフトのような人物が下院の保守党の中に存在した
ことである。彼らは，来るべき１９３６年の上院選挙で中産階級多数派の予想
される敗北の事態をにらんで，保守党の戦術的立場を強化しようと目論ん
でいた。しかしながら，保守党の上院集団は総じて，自由党の全員と手を
組み，憲法上の争点に関してスタウニング首相と取引するのを拒否した。
１９３６年の上院選挙では，憲法問題はすでに両院で多数派を獲得していた
左翼・中道側との合意への展望から生じた。自由党と保守党は，このよう
な展望を有権者に警告しその有害となる分裂的要因を説明した。政府与党
は，彼らが“完全に民主的な議会制度”と述べたものを実現するために，
彼らの公約を支持する強固な姿勢をとった。キャンスラレアゲード合意の
結果から生じた立法に従い政府の高まった人気の点からすれば，結果が政
府に有利に働き，自由党がより高い課税を負わされた農民の支持を失った
ことは，驚くに当たらない。１週間後に，スタウニング首相はコペンハー
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ゲンの学生会館で，非公式な“国王からの談話”を紹介し，その中で彼は
憲法改正が私の次の主要な課題だと，宣言した。演説の調子は（国民を）
なだめるようなものであった。彼は，政府が一院制議会に賛成であるが，
しかし立法過程で必要な均衡と抑制を組み入れる準備をしている，と述べ
た。スタウニングは，広範な政党間の妥協が憲法問題を発展させる基本的
条件であると，結論づけたのである。
１９３６年の上院選挙での社会民主党と急進党の勝利は，デンマークの議会
改革史における転換期であったことを証明した。しかし，それは政府と野
党にとって矛盾した状況をもたらした。上院を廃止する政府の能力は同じ
時期に，そのような歩みの実用的論法が選挙結果で明確に侵害されたこと
でむしろ強められた。一院制体制への動きの明白な準備は，今や野党であ
る保守党の数名の間で促進された。上院における新しい社会民主党－急進
党多数派は，保守党の分子に対して上院のまさに権力基盤であった連合政
権を拒否する手段として憲法改正を促進するように説得した。なお，上院
では保守党自身が（自由党とともに）１９３６年の分岐点となる選挙に至るま
で，連合政権を維持していたのである。
上で述べた所見から予測できることは，１９３０年代における議会改革の誘
因が国民の大量動員によるよりもむしろ，議会エリートたちの活動に基本
的に関係していたことである。主要なデンマークの新聞論説として，議会
改革にとり決定的な戦後の段階を報道した『ベーリンスケ・ティーデヌ
（Berlingske Tidende）』紙は，次のように簡潔に述べた。“すなわち，憲
法改正への要求は一般に，国民からよりも上院から多く生じた”と。この
ことは，有権者が一連の切迫する社会的および経済的問題と明確に関与し
ていた地方特有の失業と大きな課題を抱えていたので，１９３０年代にはさほ
ど驚くべき状況でなかった。
１９４０年代後半における世論調査によるデーターは，憲法問題に関する国
民の態度について体系的な検証を行っている。しかし，１９３０年代頃の情報
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については，政治家の断片的な文書の記録に依拠することも必要である。
何故なら，彼らもまた，まれに状況を極めて客観的に把握していたからで
ある。にもかかわらず，憲法改正への賛成者と反対者の両者が国民の無関
心について共通の噂話を報告していた事実は，上で述べた点がおそらく実
態とそれほどかけ離れていなかったことを示唆していた。
こうして，１９３７年憲法委員会の多数派の勧告書とは意見を異にする少数
派報告の意見を形成した陳述の中で，５名の著名な自由党の改革反対者，
つまり，ブローセン（Brorsen），エルゴー（Elgaard），ハウク（Hauch），
およびステンスベレ（Stensballe）は，議会の変更が優先事項ではなく，
国民が経済問題により多くの関心を持っていたと主張した。１９３９年の１月
８日および９日，政府の憲法改正法案に関する上院の第一読会において，
この法律案の主要な反対者である右翼保守党のアクセル・B・ランゲ
（Axel・B・Lange）も，同様の趣旨に沿って多く論じた。クリスマス・ム
レのような憲法改正の支持者でさえ，１９３８年１月１９日の保守党の臨時党協
議会では，憲法の争点は経済および失業がもたらしたような形で国民に関
心を持たれていない，と述べた。この点は，憲法闘争が社会民主党を有利
にするため選挙民を急進化させたという，１０年前の彼の主張とは多少矛盾
しているように思える
実際，憲法問題は，１９３９年４月の総選挙において有権者の主たる争点に
ならなかった。これは，一部には，投票者が１ヶ月後の国民投票の項目に
明確な発言を行ったこと，また一部には，中産階級政党が政府とその政策
に対して一斉攻撃を仕掛けようとしていたからに他ならない。ヘンリク・
S・ニッセン（Henrik S・Nissen）が述べたように，政党は憲法問題につ
いて有権者の関心が著しく欠如していたことに気がついており，そこでは
っきり言えば，有権者から支持を得るための選挙上の利点が存在するとは
考えていなかった（Ibid ., pp.８６～９２）。
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